
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部 課
又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

一般事務事業 経常事務事業

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）

多文化共生推進係市民部

建設事務事業

交流と市民参加

「市民と行政が尊重しあう協働のまちづくり」

 ● 第５次行政改革大綱第１次アクションプランとの関連

　外国籍市民の問題が解決されることにより、日本人市民とのトラブルも減
り、共生意識・パートナー意識が生まれる。

　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　　　　　　　　　　　　　　　〃

市民ニーズの認識

　外国籍市民の人たちがトラブルなく市内で暮らせるようにするため、外国人居住者が多い地区に職員が出向き生活ルールの説明を実施する。また、外国籍市民が行政にどのようなことを望み、どのようなことで悩
んでいるかなどを知るため懇談会を開催する。

　直接事業経費は、宣伝チラシのみであるので計上しなかった。、懇談会当日に事務局出席者3人分で28,800円計上した。
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２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）
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　平成２３年度
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１００（人）

指標の説明前期目標値(単位)

　平成２５年度

事務事業成果指標名

　平成２６年度 　平成２７年度

18(人)

　今年度は、日本語に興味のある、日本語教室の参加者か
らの意見を聴くため、例年行っていた団地自治会から日本
語教室の行われている社会福祉協議会へと場所を移し懇談
会を実施した。

　平成２２年度

　懇談会及び説明会の出席者が増えれば、その分行政への理解が深まる。また、行政側も外国籍市
民お考えを理解した政策が決定できる。　現在の外国籍市民人口の約５パーセントが参加すること
を目標値とした。

後期目標値(単位)

　⑤単位施策(小）

　外国籍市民の人たちに行政の内容を説明したり、懇談会を開くことによって、外国籍の人たちがどのような事柄を行政に求めてい
るかを知る。また、それを活かした行政計画を策定し実施することにより、外国籍市民が住みやすいまちになる。そうした中で、地
域の中に外国籍市民が溶け込むようになり、ひいては日本人市民にも住みやすい街になる。

国際交流 コード 5―2―1―1―3　外国人への出前説明会・懇談会の実施

　国際化・国際交流

　在住外国人への支援 コード  5―2―1―1

コード 5―2―1

市民協働課 課長補佐兼多文化共生推進担当係長　伏屋一幸係

外国人への出前説明会・懇談会の実施事業

評価票作成者

　懇談会及び出前説明会の参加人数

　平成１９年度

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握

〃

　急増する外国籍市民に対して、行政が何を求めれられてい
るか早急に把握し、施策を展開していく必要がある。

　上記に加え、昨年秋以降の経済不況の影響で失業した外国
人が相当数いると推測される。これらの人たちへのよりよい
施策を策定するため、外国籍の市民の意見聴取は必要であ
る。

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

　
２－１事務事業の
実施における基本
認識

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

１－５事務事業の
内容

 
２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

　平成２０年度

　できるだけ多くの参加者の下で懇談会を開催するため、
ポルトガル語・中国語・英語でのチラシを作り、豊明団地
を中心に配布した。

　平成１８年度

99.2

0 0 0

80

　できるだけ多くの参加者の下で懇談会を開催するため、
ポルトガル語・中国語・英語でのチラシを作り、豊明団地
を中心に配布した。今年度は地域の夏祭りにも出かけ、ブ
ラジル人のブースにチラシを設置し配布した。

28.8

0

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

〃

　上記に加え、今年度は日本語教室にもＰＲチラシを配布
した。

　平成２１年度 　平成２４年度

16(人)

93

93

参加者当たり
6

14(人)

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　市内在住外国籍市民

５０（人）

　有

無



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　平成２６年度

　平成２７年度　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度

　平成２７年度　平成２５年度

　
３－２評価の内容

　昨年秋以降の経済不況により、在住外国人の行政に対す
るニーズは高まっている。在住外国人数は今後横ばいが予
想されているが、2,800人を超える外国人たちの意見を聴き
行政に反映させることは重要である。

　平成２６年度

事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　初めての試みである外国籍市民への懇話会（タウンミーティング）が実施で
きた。少数での参加であったが、その分詳細な事例にいたるまでの話ができ
た。こうしたことを続け出前講座までつなげていきたい。

今後の環境変化を踏まえた課題認識

　平成２１年度 　平成２２年度

　今後も益々増加することが予想される外国籍市民に対
し、行政が積極的に外国籍市民の声を聴きながら施策を実
施することで、無駄なく効率的な施策展開が可能となる。

　参加者を少しでも増加させるため、豊明団地周辺だけでな
く、市内の各地区などにも積極的に参加を呼びかける。日本
語教室参加者や学校の協力も本年度以上に得ながら実施す
る。

次年度に向けて改善する取組み

　昨年度の反省を基に、今年度は毎週定期的に学習者の集ま
る日本語教室に参加しながら、外国籍の人たちから直接意見
を聴いた。今後は、他のイベントとのジョイントも考慮に入
れ、参加者を増やしたい。

　事前のＰＲをしっかり行ったつもりであるが参加者が伸びなかった。今後も
地道にＰＲに努めていくと同時に、ボランティアの協力を得ながら参加者を増
やしたい。

Ａ

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

Ａ Ａ

18.0

　平成２１年度 　平成２２年度

18

　平成２３年度 　平成２４年度

　事業の需要分析を行い、参加拡大への工夫をすること。

〃

　今年度は、参加者を少しでも多くする手段として日本語教
室参加者に案内チラシを配布したが、今後は、人の集まって
いる場所に出向き、懇談する方法を模索していく必要があ
る。

　上記の状況からは、若干の減少傾向にあるものの2，500
人を超える外国人の意見を聴き、行政に反映させることは
重要である。

審査会による改善方向の指示

　継続して事業を進めること。

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

結果

Ａ

〃

　継続して事業を進めること。

　継続して事業を進めること。

 
２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

16.0 14.0 14.0

　
４－１総合評価の
結果

指標対応実
績（人)

16 14 14

　左記にも記したように、人の集まる(予定の)場所で開催することが、場所の
確保や人集めなどの事前の準備等の軽減にもつながる。今後は日本語教室など
定期的に開催されている外国人向けの講座などに出向き、直接意見を聴く機会
を設けたい。
　今年度は日本語教室に参加する方法により懇談会を実施した。上記にも記し
たように人集めに関する手間が削減できた反面、参加者の出身国に偏りがみら
れた。


